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○訓子府町防災会議条例 

昭和37年10月26日条例第24号 

 

改正 昭和55年６月11日条例第15号 

平成７年12月22日条例第16号 

平成12年３月21日条例第10号 

平成25年３月16日条例第12号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第16条第６項の規定に基づき、訓子府

町防災会議（以下「防災会議」という。）の所掌事務及び組織を定めることを目的とする。 

（所掌事務） 

第２条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(１) 訓子府町地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

(２) 町長の諮問に応じて、訓子府町の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

(３) 水防法（昭和24年法律第193号）第33条の水防計画を調査審議すること。 

(４) 前各号に規定する重要事項に関し、町長に意見を述べること。 

(５) 前４号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

（会長及び委員） 

第３条 防災会議は、会長及び委員をもつて組織する。 

２ 会長は町長をもつて充てる。 

３ 会長は会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は、次に掲げる者をもつて充てる。 

(１) 指定地方行政機関の職員のうちから町長が任命する者 

(２) 北海道知事の部内職員のうちから町長が任命する者 

(３) 北海道警察官のうちから町長が任命する者 

(４) 町長が部内の職員のうちから指名する者 

(５) 教育長 

(６) 北見地区消防組合訓子府消防団長 

(７) 北見地区消防組合消防署訓子府支署長 

(８) 指定公共機関及び指定地方公共機関の職員のうちから町長が任命する者 

(９) 自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから町長が任命する者 

６ 前項の委員の定数は、20人以内とする。 

７ 第５項第８号及び第９号の委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、その前任

者の残任期間とする。 

８ 前項の委員は、再任されることができる。 

（専門委員） 

第４条 防災会議に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、関係地方行政機関の職員、道の職員、町の職員、関係公共機関の職員、関係地方公

共機関の職員及び学識経験のある者のうちから、町長が任命する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

（部会） 

第５条 防災会議は、その定めるところにより部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、会長の指名する委員がこれに当たる。 

４ 部会長は部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故があるときは、部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名する者がその

職務を代理する。 

 



2/2  

（議事等） 

第６条 前各条に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要な事項は、会

長が防災会議にはかつて定める。 

附 則 

この条例は、昭和37年11月１日から施行する。 

附 則（昭和55年６月11日条例第15号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成７年12月22日条例第16号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成12年３月21日条例第10号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月16日条例第12号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○訓子府町災害対策本部条例 

昭和37年10月25日条例第25号 

 

改正 平成25年３月16日条例第13号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第23条の２第８項の規定に基づき、訓

子府町災害対策本部に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（組織） 

第２条 災害対策本部長は、災害対策本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 

２ 災害対策副本部長は、災害対策本部長を助け、災害対策本部長に事故あるときは、その職務を代

理する。 

３ 災害対策本部員は、災害対策本部長の命を受け、災害対策本部の事務に従事する。 

（部） 

第３条 災害対策本部長は、必要と認めるときは、災害対策本部に部を置くことができる。 

２ 部に属すべき災害対策本部員は、災害対策本部長が指名する。 

３ 部に部長を置き、災害対策本部長の指名する災害対策本部員がこれに当たる。 

４ 部長は部の事務を掌理する。 

（雑則） 

第４条 前各条に定めるもののほか、災害対策本部に関し必要な事項は、災害対策本部長が定める。 

附 則 

この条例は、昭和37年11月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月16日条例第13号） 

この条例は、公布の日から施行する。 



町地域防災計画 引用法令条文等（抜粋） 
 

災害対策基本法（抄） 
（昭和三十六年十一月十五日法律第二百二十三号） 

最終改正：平成二六年一一月二一日法律第一一四号 

 

第一章 総則 

（定義）  

第二条  この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。  

一  災害 暴風、竜巻、豪雨、豪雪、洪水、崖崩れ、土石流、高潮、地震、津波、噴火、地滑りその他

の異常な自然現象又は大規模な火事若しくは爆発その他その及ぼす被害の程度においてこれらに類す

る政令で定める原因により生ずる被害をいう。  

二  防災 災害を未然に防止し、災害が発生した場合における被害の拡大を防ぎ、及び災害の復旧を図

ることをいう。  

三  指定行政機関 次に掲げる機関で内閣総理大臣が指定するものをいう。  

イ 内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法 （平成十一年法律第八十九号）第四十九条第一項 及び第二

項 に規定する機関並びに国家行政組織法 （昭和二十三年法律第百二十号）第三条第二項 に規定する

機関 

ロ 内閣府設置法第三十七条 及び第五十四条 並びに宮内庁法 （昭和二十二年法律第七十号）第十六

条第一項 並びに国家行政組織法第八条 に規定する機関 

ハ 内閣府設置法第三十九条 及び第五十五条 並びに宮内庁法第十六条第二項 並びに国家行政組織

法第八条の二 に規定する機関 

ニ 内閣府設置法第四十条 及び第五十六条 並びに国家行政組織法第八条の三 に規定する機関 

四  指定地方行政機関 指定行政機関の地方支分部局（内閣府設置法第四十三条 及び第五十七条 （宮

内庁法第十八条第一項 において準用する場合を含む。）並びに宮内庁法第十七条第一項 並びに国家行

政組織法第九条 の地方支分部局をいう。）その他の国の地方行政機関で、内閣総理大臣が指定するも

のをいう。  

五  指定公共機関 独立行政法人（独立行政法人通則法 （平成十一年法律第百三号）第二条第一項 に

規定する独立行政法人をいう。）、日本銀行、日本赤十字社、日本放送協会その他の公共的機関及び電

気、ガス、輸送、通信その他の公益的事業を営む法人で、内閣総理大臣が指定するものをいう。  

六  指定地方公共機関 地方独立行政法人（地方独立行政法人法 （平成十五年法律第百十八号）第二

条第一項 に規定する地方独立行政法人をいう。）及び港湾法 （昭和二十五年法律第二百十八号）第四

条第一項 の港務局、土地改良法 （昭和二十四年法律第百九十五号）第五条第一項 の土地改良区その

他の公共的施設の管理者並びに都道府県の地域において電気、ガス、輸送、通信その他の公益的事業

を営む法人で、当該都道府県の知事が指定するものをいう。  

七  防災計画 防災基本計画及び防災業務計画並びに地域防災計画をいう。  

八  防災基本計画 中央防災会議が作成する防災に関する基本的な計画をいう。  

九  防災業務計画 指定行政機関の長（当該指定行政機関が内閣府設置法第四十九条第一項 若しくは

第二項 若しくは国家行政組織法第三条第二項 の委員会若しくは第三号 ロに掲げる機関又は同号 ニ

に掲げる機関のうち合議制のものである場合にあつては、当該指定行政機関。第十二条第八項、第二

十八条の三第六項第三号及び第二十八条の六第二項を除き、以下同じ。）又は指定公共機関（指定行政
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機関の長又は指定公共機関から委任された事務又は業務については、当該委任を受けた指定地方行政

機関の長又は指定地方公共機関）が防災基本計画に基づきその所掌事務又は業務について作成する防

災に関する計画をいう。  

十  地域防災計画 一定地域に係る防災に関する計画で、次に掲げるものをいう。  

イ 都道府県地域防災計画 都道府県の地域につき、当該都道府県の都道府県防災会議が作成するも 

の 

ロ 市町村地域防災計画 市町村の地域につき、当該市町村の市町村防災会議又は市町村長が作成す

るもの 

ハ 都道府県相互間地域防災計画 二以上の都道府県の区域の全部又は一部にわたる地域につき、都

道府県防災会議の協議会が作成するもの 

ニ 市町村相互間地域防災計画 二以上の市町村の区域の全部又は一部にわたる地域につき、市町村

防災会議の協議会が作成するもの 

 

第二章 防災に関する組織 

（市町村防災会議）  

第十六条  市町村に、当該市町村の地域に係る地域防災計画を作成し、及びその実施を推進するほか、市

町村長の諮問に応じて当該市町村の地域に係る防災に関する重要事項を審議するため、市町村防災会議を

置く。  

２ 前項に規定するもののほか、市町村は、協議により規約を定め、共同して市町村防災会議を設置する

ことができる。  

３ 市町村は、前項の規定により市町村防災会議を共同して設置したときその他市町村防災会議を設置す

ることが不適当又は困難であるときは、第一項の規定にかかわらず、市町村防災会議を設置しないことが

できる。  

４ 市町村は、前項の規定により市町村防災会議を設置しないこととしたとき（第二項の規定により市町

村防災会議を共同して設置したときを除く。）は、速やかにその旨を都道府県知事に報告しなければならな

い。  

５ 都道府県知事は、前項の規定による報告を受けたときは、都道府県防災会議の意見を聴くものとし、

必要があると認めるときは、当該市町村に対し、必要な助言又は勧告をすることができる。  

６ 市町村防災会議の組織及び所掌事務は、都道府県防災会議の組織及び所掌事務の例に準じて、当該市

町村の条例（第二項の規定により設置された市町村防災会議にあつては、規約）で定める。 

 

（市町村災害対策本部）  

第二十三条の二  市町村の地域について災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、

防災の推進を図るため必要があると認めるときは、市町村長は、市町村地域防災計画の定めるところによ

り、市町村災害対策本部を設置することができる。  

２  市町村災害対策本部の長は、市町村災害対策本部長とし、市町村長をもつて充てる。  

３  市町村災害対策本部に、市町村災害対策副本部長、市町村災害対策本部員その他の職員を置き、当該

市町村の職員又は当該市町村の区域を管轄する消防長若しくはその指名する消防吏員のうちから、当該市

町村の市町村長が任命する。  

４  市町村災害対策本部は、市町村地域防災計画の定めるところにより、次に掲げる事務を行う。この場

合において、市町村災害対策本部は、必要に応じ、関係指定地方行政機関、関係地方公共団体、関係指定

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S36/S36HO223.html#1000000000002000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000


公共機関及び関係指定地方公共機関との連携の確保に努めなければならない。  

一  当該市町村の地域に係る災害に関する情報を収集すること。  

二  当該市町村の地域に係る災害予防及び災害応急対策を的確かつ迅速に実施するための方針を作成し、

並びに当該方針に沿つて災害予防及び災害応急対策を実施すること。  

５  市町村長は、市町村地域防災計画の定めるところにより、市町村災害対策本部に、災害地にあつて当

該市町村災害対策本部の事務の一部を行う組織として、市町村現地災害対策本部を置くことができる。  

６  市町村災害対策本部長は、当該市町村の教育委員会に対し、当該市町村の地域に係る災害予防又は災

害応急対策を実施するため必要な限度において、必要な指示をすることができる。  

７  前条第七項の規定は、市町村災害対策本部長について準用する。この場合において、同項中「当該都

道府県の」とあるのは、「当該市町村の」と読み替えるものとする。  

８  前各項に規定するもののほか、市町村災害対策本部に関し必要な事項は、市町村の条例で定める。 

 

第三章 防災計画 

（市町村地域防災計画）  

第四十二条  市町村防災会議（市町村防災会議を設置しない市町村にあつては、当該市町村の市町村長。

以下この条において同じ。）は、防災基本計画に基づき、当該市町村の地域に係る市町村地域防災計画を作

成し、及び毎年市町村地域防災計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなければな

らない。この場合において、当該市町村地域防災計画は、防災業務計画又は当該市町村を包括する都道府

県の都道府県地域防災計画に抵触するものであつてはならない。  

２  市町村地域防災計画は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。  

一  当該市町村の地域に係る防災に関し、当該市町村及び当該市町村の区域内の公共的団体その他防災上

重要な施設の管理者（第四項において「当該市町村等」という。）の処理すべき事務又は業務の大綱  

二  当該市町村の地域に係る防災施設の新設又は改良、防災のための調査研究、教育及び訓練その他の災

害予防、情報の収集及び伝達、災害に関する予報又は警報の発令及び伝達、避難、消火、水防、救難、救

助、衛生その他の災害応急対策並びに災害復旧に関する事項別の計画  

三  当該市町村の地域に係る災害に関する前号に掲げる措置に要する労務、施設、設備、物資、資金等の

整備、備蓄、調達、配分、輸送、通信等に関する計画  

３  市町村地域防災計画は、前項各号に掲げるもののほか、市町村内の一定の地区内の居住者及び当該地

区に事業所を有する事業者（以下この項及び次条において「地区居住者等」という。）が共同して行う防災

訓練、地区居住者等による防災活動に必要な物資及び資材の備蓄、災害が発生した場合における地区居住

者等の相互の支援その他の当該地区における防災活動に関する計画（同条において「地区防災計画」とい

う。）について定めることができる。  

４  市町村防災会議は、市町村地域防災計画を定めるに当たつては、災害が発生した場合において当該市

町村等が円滑に他の者の応援を受け、又は他の者を応援することができるよう配慮するものとする。  

５  市町村防災会議は、第一項の規定により市町村地域防災計画を作成し、又は修正したときは、速やか

にこれを都道府県知事に報告するとともに、その要旨を公表しなければならない。  

６  都道府県知事は、前項の規定により市町村地域防災計画について報告を受けたときは、都道府県防災

会議の意見を聴くものとし、必要があると認めるときは、当該市町村防災会議に対し、必要な助言又は勧

告をすることができる。  

７  第二十一条の規定は、市町村長が第一項の規定により市町村地域防災計画を作成し、又は修正する場

合について準用する。  



第四十二条の二  地区居住者等は、共同して、市町村防災会議に対し、市町村地域防災計画に地区防災計

画を定めることを提案することができる。この場合においては、当該提案に係る地区防災計画の素案を添

えなければならない。  

２  前項の規定による提案（以下この条において「計画提案」という。）は、当該計画提案に係る地区防

災計画の素案の内容が、市町村地域防災計画に抵触するものでない場合に、内閣府令で定めるところによ

り行うものとする。  

３  市町村防災会議は、計画提案が行われたときは、遅滞なく、当該計画提案を踏まえて市町村地域防災

計画に地区防災計画を定める必要があるかどうかを判断し、その必要があると認めるときは、市町村地域

防災計画に地区防災計画を定めなければならない。  

４  市町村防災会議は、前項の規定により同項の判断をした結果、計画提案を踏まえて市町村地域防災計

画に地区防災計画を定める必要がないと決定したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、当該計画提

案をした地区居住者等に通知しなければならない。  

５  市町村地域防災計画に地区防災計画が定められた場合においては、当該地区防災計画に係る地区居住

者等は、当該地区防災計画に従い、防災活動を実施するように努めなければならない。  

 

第五章 災害応急対策 

（発見者の通報義務等）  

第五十四条  災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者は、遅滞なく、その旨を市町村長又は

警察官若しくは海上保安官に通報しなければならない。  

２  何人も、前項の通報が最も迅速に到達するように協力しなければならない。  

３  第一項の通報を受けた警察官又は海上保安官は、その旨をすみやかに市町村長に通報しなければなら

ない。  

４  第一項又は前項の通報を受けた市町村長は、地域防災計画の定めるところにより、その旨を気象庁そ

の他の関係機関に通報しなければならない。 

 

（市町村長の出動命令等） 

第五十八条  市町村長は、災害が発生するおそれがあるときは、法令又は市町村地域防災計画の定めると

ころにより、消防機関若しくは水防団に出動の準備をさせ、若しくは出動を命じ、又は消防吏員（当該市

町村の職員である者を除く。）、警察官若しくは海上保安官の出動を求める等災害応急対策責任者に対し、

応急措置の実施に必要な準備をすることを要請し、若しくは求めなければならない。  

 

（市町村長の事前措置等）  

第五十九条  市町村長は、災害が発生するおそれがあるときは、災害が発生した場合においてその災害を

拡大させるおそれがあると認められる設備又は物件の占有者、所有者又は管理者に対し、災害の拡大を防

止するため必要な限度において、当該設備又は物件の除去、保安その他必要な措置をとることを指示する

ことができる。  

２  警察署長又は政令で定める管区海上保安本部の事務所の長（以下この項、第六十四条及び第六十六条

において「警察署長等」という。）は、市町村長から要求があつたときは、前項に規定する指示を行なうこ

とができる。この場合において、同項に規定する指示を行なつたときは、警察署長等は、直ちに、その旨

を市町村長に通知しなければならない。  
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（市町村長の避難の指示等）  

第六十条  災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身体を災害から保護し、

その他災害の拡大を防止するため特に必要があると認めるときは、市町村長は、必要と認める地域の居住

者等に対し、避難のための立退きを勧告し、及び急を要すると認めるときは、これらの者に対し、避難の

ための立退きを指示することができる。  

２  前項の規定により避難のための立退きを勧告し、又は指示する場合において、必要があると認めると

きは、市町村長は、その立退き先として指定緊急避難場所その他の避難場所を指示することができる。  

３  災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、避難のための立退きを行うことによ

りかえつて人の生命又は身体に危険が及ぶおそれがあると認めるときは、市町村長は、必要と認める地域

の居住者等に対し、屋内での待避その他の屋内における避難のための安全確保に関する措置（以下「屋内

での待避等の安全確保措置」という。）を指示することができる。  

４  市町村長は、第一項の規定により避難のための立退きを勧告し、若しくは指示し、若しくは立退き先

を指示し、又は前項の規定により屋内での待避等の安全確保措置を指示したときは、速やかに、その旨を

都道府県知事に報告しなければならない。  

５  市町村長は、避難の必要がなくなつたときは、直ちに、その旨を公示しなければならない。前項の規

定は、この場合について準用する。  

６  都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害の発生により市

町村がその全部又は大部分の事務を行うことができなくなつたときは、当該市町村の市町村長が第一項か

ら第三項まで及び前項前段の規定により実施すべき措置の全部又は一部を当該市町村長に代わつて実施し

なければならない。  

７  都道府県知事は、前項の規定により市町村長の事務の代行を開始し、又は終了したときは、その旨を

公示しなければならない。  

８  第六項の規定による都道府県知事の代行に関し必要な事項は、政令で定める。  

 

（警察官等の避難の指示）  

第六十一条  前条第一項又は第三項の場合において、市町村長が同条第一項に規定する避難のための立退

き若しくは屋内での待避等の安全確保措置を指示することができないと認めるとき、又は市町村長から要

求があつたときは、警察官又は海上保安官は、必要と認める地域の居住者等に対し、避難のための立退き

又は屋内での待避等の安全確保措置を指示することができる。  

２  前条第二項の規定は、警察官又は海上保安官が前項の規定により避難のための立退きを指示する場合

について準用する。  

３  警察官又は海上保安官は、第一項の規定により避難のための立退き又は屋内での待避等の安全確保措

置を指示したときは、直ちに、その旨を市町村長に通知しなければならない。  

４  前条第四項及び第五項の規定は、前項の通知を受けた市町村長について準用する。  

 

（市町村の応急措置）  

第六十二条  市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしているとき

は、法令又は地域防災計画の定めるところにより、消防、水防、救助その他災害の発生を防禦し、又は災

害の拡大を防止するために必要な応急措置（以下「応急措置」という。）をすみやかに実施しなければなら

ない。  

２  市町村の委員会又は委員、市町村の区域内の公共的団体及び防災上重要な施設の管理者その他法令の



規定により応急措置の実施の責任を有する者は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生

しようとしているときは、地域防災計画の定めるところにより、市町村長の所轄の下にその所掌事務若し

くは所掌業務に係る応急措置を実施し、又は市町村長の実施する応急措置に協力しなければならない。 

 

（市町村長の警戒区域設定権等）  

第六十三条  災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、人の生命又は身体に対する

危険を防止するため特に必要があると認めるときは、市町村長は、警戒区域を設定し、災害応急対策に従

事する者以外の者に対して当該区域への立入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該区域からの退去を命

ずることができる。  

２  前項の場合において、市町村長若しくはその委任を受けて同項に規定する市町村長の職権を行なう市

町村の職員が現場にいないとき、又はこれらの者から要求があつたときは、警察官又は海上保安官は、同

項に規定する市町村長の職権を行なうことができる。この場合において、同項に規定する市町村長の職権

を行なつたときは、警察官又は海上保安官は、直ちに、その旨を市町村長に通知しなければならない。  

３  第一項の規定は、市町村長その他同項に規定する市町村長の職権を行うことができる者がその場にい

ない場合に限り、自衛隊法 （昭和二十九年法律第百六十五号）第八十三条第二項 の規定により派遣を命

ぜられた同法第八条 に規定する部隊等の自衛官（以下「災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官」という。）

の職務の執行について準用する。この場合において、第一項に規定する措置をとつたときは、当該災害派

遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、直ちに、その旨を市町村長に通知しなければならない。  

４  第六十一条の二の規定は、第一項の規定により警戒区域を設定しようとする場合について準用する。 

 

（応急公用負担等）  

第六十四条  市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合

において、応急措置を実施するため緊急の必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、当該

市町村の区域内の他人の土地、建物その他の工作物を一時使用し、又は土石、竹木その他の物件を使用し、

若しくは収用することができる。  

２  市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、

応急措置を実施するため緊急の必要があると認めるときは、現場の災害を受けた工作物又は物件で当該応

急措置の実施の支障となるもの（以下この条において「工作物等」という。）の除去その他必要な措置をと

ることができる。この場合において、工作物等を除去したときは、市町村長は、当該工作物等を保管しな

ければならない。  

３  市町村長は、前項後段の規定により工作物等を保管したときは、当該工作物等の占有者、所有者その

他当該工作物等について権原を有する者（以下この条において「占有者等」という。）に対し当該工作物等

を返還するため、政令で定めるところにより、政令で定める事項を公示しなければならない。  

４  市町村長は、第二項後段の規定により保管した工作物等が滅失し、若しくは破損するおそれがあると

き、又はその保管に不相当な費用若しくは手数を要するときは、政令で定めるところにより、当該工作物

等を売却し、その売却した代金を保管することができる。  

５  前三項に規定する工作物等の保管、売却、公示等に要した費用は、当該工作物等の返還を受けるべき

占有者等の負担とし、その費用の徴収については、行政代執行法 （昭和二十三年法律第四十三号）第五条 

及び第六条 の規定を準用する。  

６  第三項に規定する公示の日から起算して六月を経過してもなお第二項後段の規定により保管した工

作物等（第四項の規定により売却した代金を含む。以下この項において同じ。）を返還することができない

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%8c%dc&REF_NAME=%8e%a9%89%71%91%e0%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%8c%dc&REF_NAME=%91%e6%94%aa%8f%5c%8e%4f%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000008300000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000008300000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000008300000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%8c%dc&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%94%aa%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%8e%6c%8e%4f&REF_NAME=%8d%73%90%ad%91%e3%8e%b7%8d%73%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%8e%6c%8e%4f&REF_NAME=%91%e6%8c%dc%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%8e%6c%8e%4f&REF_NAME=%91%e6%98%5a%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000000000000000000000000


ときは、当該工作物等の所有権は、当該市町村長の統轄する市町村に帰属する。  

７  前条第二項の規定は、第一項及び第二項前段の場合について準用する。  

８  第一項及び第二項前段の規定は、市町村長その他第一項又は第二項前段に規定する市町村長の職権を

行うことができる者がその場にいない場合に限り、災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官の職務の執行に

ついて準用する。この場合において、第一項又は第二項前段に規定する措置をとつたときは、当該災害派

遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、直ちに、その旨を市町村長に通知しなければならない。  

９  警察官、海上保安官又は災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、第七項において準用する前条第二

項又は前項において準用する第二項前段の規定により工作物等を除去したときは、当該工作物等を当該工

作物等が設置されていた場所を管轄する警察署長等又は内閣府令で定める自衛隊法第八条 に規定する部

隊等の長（以下この条において「自衛隊の部隊等の長」という。）に差し出さなければならない。この場合

において、警察署長等又は自衛隊の部隊等の長は、当該工作物等を保管しなければならない。  

１０  前項の規定により警察署長等又は自衛隊の部隊等の長が行う工作物等の保管については、第三項か

ら第六項までの規定の例によるものとする。ただし、第三項の規定の例により公示した日から起算して六

月を経過してもなお返還することができない工作物等の所有権は、警察署長が保管する工作物等にあつて

は当該警察署の属する都道府県に、政令で定める管区海上保安本部の事務所の長又は自衛隊の部隊等の長

が保管する工作物等にあつては国に、それぞれ帰属するものとする。  

 

第六十五条  市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合

において、応急措置を実施するため緊急の必要があると認めるときは、当該市町村の区域内の住民又は当

該応急措置を実施すべき現場にある者を当該応急措置の業務に従事させることができる。  

２  第六十三条第二項の規定は、前項の場合について準用する。  

３  第一項の規定は、市町村長その他同項に規定する市町村長の職権を行うことができる者がその場にい

ない場合に限り、災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官の職務の執行について準用する。この場合におい

て、同項に規定する措置をとつたときは、当該災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、直ちに、その旨

を市町村長に通知しなければならない。  

 

（都道府県の応急措置）  

第七十条  都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている

ときは、法令又は地域防災計画の定めるところにより、その所掌事務に係る応急措置をすみやかに実施し

なければならない。この場合において、都道府県知事は、その区域内の市町村の実施する応急措置が的確

かつ円滑に行なわれることとなるように努めなければならない。  

２  都道府県の委員会又は委員は、当該都道府県の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとし

ているときは、法令又は地域防災計画の定めるところにより、都道府県知事の所轄の下にその所掌事務に

係る応急措置を実施しなければならない。  

３  第一項の場合において、応急措置を実施するため、又はその区域内の市町村の実施する応急措置が的

確かつ円滑に行われるようにするため必要があると認めるときは、都道府県知事は、指定行政機関の長若

しくは指定地方行政機関の長又は当該都道府県の他の執行機関、指定公共機関若しくは指定地方公共機関

に対し、応急措置の実施を要請し、又は求めることができる。この場合において、応急措置の実施を要請

された指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長は、正当な理由がない限り、応急措置の実施を拒んで

はならない。 

 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%8c%dc&REF_NAME=%8e%a9%89%71%91%e0%96%40%91%e6%94%aa%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000000000000000000000000


（災害時における交通の規制等）  

第七十六条  都道府県公安委員会は、当該都道府県又はこれに隣接し若しくは近接する都道府県の地域に

係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、災害応急対策が的確かつ円滑に行わ

れるようにするため緊急の必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、道路の区間（災害が

発生し、又はまさに発生しようとしている場所及びこれらの周辺の地域にあつては、区域又は道路の区間）

を指定して、緊急通行車両（道路交通法 （昭和三十五年法律第百五号）第三十九条第一項 の緊急自動車

その他の車両で災害応急対策の的確かつ円滑な実施のためその通行を確保することが特に必要なものとし

て政令で定めるものをいう。以下同じ。）以外の車両の道路における通行を禁止し、又は制限することがで

きる。  

２  前項の規定による通行の禁止又は制限（以下「通行禁止等」という。）が行われたときは、当該通行

禁止等を行つた都道府県公安委員会及び当該都道府県公安委員会と管轄区域が隣接し又は近接する都道府

県公安委員会は、直ちに、それぞれの都道府県の区域内に在る者に対し、通行禁止等に係る区域又は道路

の区間（次条第四項及び第七十六条の三第一項において「通行禁止区域等」という。）その他必要な事項を

周知させる措置をとらなければならない。  

 

第七十六条の三  警察官は、通行禁止区域等において、車両その他の物件が緊急通行車両の通行の妨害と

なることにより災害応急対策の実施に著しい支障が生じるおそれがあると認めるときは、当該車両その他

の物件の占有者、所有者又は管理者に対し、当該車両その他の物件を付近の道路外の場所へ移動すること

その他当該通行禁止区域等における緊急通行車両の円滑な通行を確保するため必要な措置をとることを命

ずることができる。  

２  前項の場合において、同項の規定による措置をとることを命ぜられた者が当該措置をとらないとき又

はその命令の相手方が現場にいないために当該措置をとることを命ずることができないときは、警察官は、

自ら当該措置をとることができる。この場合において、警察官は、当該措置をとるためやむを得ない限度

において、当該措置に係る車両その他の物件を破損することができる。  

３  前二項の規定は、警察官がその場にいない場合に限り、災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官の職務

の執行について準用する。この場合において、第一項中「緊急通行車両の通行」とあるのは「自衛隊用緊

急通行車両（自衛隊の使用する緊急通行車両で災害応急対策の実施のため運転中のものをいう。以下この

項において同じ。）の通行」と、「緊急通行車両の円滑な通行」とあるのは「自衛隊用緊急通行車両の円滑

な通行」と読み替えるものとする。  

４  第一項及び第二項の規定は、警察官がその場にいない場合に限り、消防吏員の職務の執行について準

用する。この場合において、第一項中「緊急通行車両の通行」とあるのは「消防用緊急通行車両（消防機

関の使用する緊急通行車両で災害応急対策の実施のため運転中のものをいう。以下この項において同じ。）

の通行」と、「緊急通行車両の円滑な通行」とあるのは「消防用緊急通行車両の円滑な通行」と読み替える

ものとする。  

５  第一項（前二項において準用する場合を含む。）の規定による命令に従つて行う措置及び第二項（前

二項において準用する場合を含む。）の規定により行う措置については、第七十六条第一項の規定による車

両の通行の禁止及び制限並びに前条第一項、第二項及び第四項の規定は、適用しない。  

６  災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官又は消防吏員は、第三項若しくは第四項において準用する第一

項の規定による命令をし、又は第三項若しくは第四項において準用する第二項の規定による措置をとつた

ときは、直ちに、その旨を、当該命令をし、又は措置をとつた場所を管轄する警察署長に通知しなければ

ならない。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8c%dc%96%40%88%ea%81%5a%8c%dc&REF_NAME=%93%b9%98%48%8c%f0%92%ca%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8c%dc%96%40%88%ea%81%5a%8c%dc&REF_NAME=%91%e6%8e%4f%8f%5c%8b%e3%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000003900000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000003900000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000003900000000001000000000000000000


（災害時における車両の移動等）  

第七十六条の六  道路管理者は、その管理する道路の存する都道府県又はこれに隣接し若しくは近接する

都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、道路における車両の通行が停止し、又は著しく停滞

し、車両その他の物件が緊急通行車両の通行の妨害となることにより災害応急対策の実施に著しい支障が

生じるおそれがあり、かつ、緊急通行車両の通行を確保するため緊急の必要があると認めるときは、政令

で定めるところにより、その管理する道路についてその区間を指定して、当該車両その他の物件の占有者、

所有者又は管理者（第三項第三号において「車両等の占有者等」という。）に対し、当該車両その他の物件

を付近の道路外の場所へ移動することその他当該指定をした道路の区間における緊急通行車両の通行を確

保するため必要な措置をとることを命ずることができる。  

２  道路管理者は、前項の規定による指定をしたときは、直ちに、当該指定をした道路の区間（以下この

項において「指定道路区間」という。）内に在る者に対し、当該指定道路区間を周知させる措置をとらなけ

ればならない。  

３  次に掲げる場合においては、道路管理者は、自ら第一項の規定による措置をとることができる。この

場合において、道路管理者は、当該措置をとるためやむを得ない限度において、当該措置に係る車両その

他の物件を破損することができる。  

一  第一項の規定による措置をとることを命ぜられた者が、当該措置をとらない場合  

二  道路管理者が、第一項の規定による命令の相手方が現場にいないために同項の規定による措置をとる

ことを命ずることができない場合  

三  道路管理者が、道路の状況その他の事情により車両等の占有者等に第一項の規定による措置をとらせ

ることができないと認めて同項の規定による命令をしないこととした場合  

４  道路管理者は、第一項又は前項の規定による措置をとるためやむを得ない必要があるときは、その必

要な限度において、他人の土地を一時使用し、又は竹木その他の障害物を処分することができる。  

５  独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構（以下「機構」という。）は、会社管理高速道路の道

路管理者に代わつて、第一項から前項までの規定による権限を行うものとする。  

６  機構は、前項の規定により会社管理高速道路の道路管理者に代わつてその権限を行つた場合において

は、遅滞なく、その旨を会社に通知しなければならない。  

７  機構は、第五項の規定により会社管理高速道路の道路管理者に代わつて行う権限に係る事務の一部を

会社に委託しようとするときは、その委託する事務の円滑かつ効率的な実施を確保するため、あらかじめ、

会社と協議し、当該委託する事務の内容及びこれに要する費用の負担の方法を定めておかなければならな

い。  

８  地方道路公社は、公社管理道路の道路管理者に代わつて、第一項から第四項までの規定による権限を

行うものとする。  

９  第五項の規定により機構が会社管理高速道路の道路管理者に代わつて行う権限は、道路整備特別措置

法第二十五条第一項 の規定により公告する料金の徴収期間の満了の日までに限り行うことができるもの

とする。前項の規定により地方道路公社が公社管理道路の道路管理者に代わつて行う権限についても、同

様とする。  

 

第七十六条の七  国土交通大臣は道路法第十三条第一項 に規定する指定区間外の国道（同法第三条第二

号 に掲げる一般国道をいう。）、都道府県道（同法第三条第三号 に掲げる都道府県道をいう。）及び市町村

道（同法第三条第四号 に掲げる市町村道をいう。以下この条において同じ。）に関し、都道府県知事は地

方自治法第二百五十二条の十九第一項 に規定する指定都市の市道以外の市町村道に関し、緊急通行車両の

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%88%ea%96%40%8e%b5&REF_NAME=%93%b9%98%48%90%ae%94%f5%93%c1%95%ca%91%5b%92%75%96%40%91%e6%93%f1%8f%5c%8c%dc%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002500000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002500000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000002500000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%88%ea%96%40%8e%b5&REF_NAME=%93%b9%98%48%90%ae%94%f5%93%c1%95%ca%91%5b%92%75%96%40%91%e6%93%f1%8f%5c%8c%dc%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002500000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002500000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000002500000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%b5%96%40%88%ea%94%aa%81%5a&REF_NAME=%93%b9%98%48%96%40%91%e6%8f%5c%8e%4f%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001300000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001300000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001300000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%b5%96%40%88%ea%94%aa%81%5a&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%8e%4f%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000300000000001000000002000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000300000000001000000002000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000300000000001000000002000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%b5%96%40%88%ea%94%aa%81%5a&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%8e%4f%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000300000000001000000002000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000300000000001000000002000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000300000000001000000002000000000
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http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40%91%e6%93%f1%95%53%8c%dc%8f%5c%93%f1%8f%f0%82%cc%8f%5c%8b%e3%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40%91%e6%93%f1%95%53%8c%dc%8f%5c%93%f1%8f%f0%82%cc%8f%5c%8b%e3%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000


通行を確保し、災害応急対策が的確かつ円滑に行われるようにするため特に必要があると認めるときは、

政令で定めるところにより、それぞれ当該道路の道路管理者に対し、前条第一項の規定による指定若しく

は命令をし、又は同条第三項若しくは第四項の規定による措置をとるべきことを指示することができる。 

 

（指定行政機関の長等の応急措置）  

第七十七条  指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長は、災害が発生し、又はまさに発生しようとし

ているときは、法令又は防災計画の定めるところにより、その所掌事務に係る応急措置をすみやかに実施

するとともに、都道府県及び市町村の実施する応急措置が的確かつ円滑に行なわれるようにするため、必

要な施策を講じなければならない。  

２  前項の場合において、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、指定行政機関の長及び指

定地方行政機関の長は、都道府県知事、市町村長又は指定公共機関若しくは指定地方公共機関に対し、応

急措置の実施を要請し、又は指示することができる。 

 

（指定公共機関等の応急措置）  

第八十条  指定公共機関及び指定地方公共機関は、災害が発生し、又はまさに発生しようとしているとき

は、法令又は防災計画の定めるところにより、その所掌業務に係る応急措置をすみやかに実施するととも

に、指定地方行政機関の長、都道府県知事等及び市町村長等の実施する応急措置が的確かつ円滑に行なわ

れるようにするため、必要な措置を講じなければならない。  

２  指定公共機関及び指定地方公共機関は、その所掌業務に係る応急措置を実施するため特に必要がある

と認めるときは、法令又は防災計画の定めるところにより、指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関

の長又は都道府県知事若しくは市町村長に対し、労務、施設、設備又は物資の確保について応援を求める

ことができる。この場合において、応援を求められた指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又

は都道府県知事若しくは市町村長は、正当な理由がない限り応援を拒んではならない。  

 

（損失補償等）  

第八十二条  国又は地方公共団体は、第六十四条第一項（同条第八項において準用する場合を含む。）、同

条第七項において同条第一項の場合について準用する第六十三条第二項、第七十一条、第七十六条の三第

二項後段（同条第三項及び第四項において準用する場合を含む。）、第七十六条の六第三項後段若しくは第

四項又は第七十八条第一項の規定による処分が行われたときは、それぞれ、当該処分により通常生ずべき

損失を補償しなければならない。  

２  機構又は地方道路公社は、第七十六条の六第五項又は第八項の規定により同条第三項後段又は第四項

の規定による処分が行われたときは、前項の規定にかかわらず、それぞれ、当該処分により通常生ずべき

損失を補償しなければならない。  

３  都道府県は、第七十一条の規定による従事命令により応急措置の業務に従事した者に対して、政令で

定める基準に従い、その実費を弁償しなければならない。 

 

 
 
 
 
 



災害対策基本法施行令（抄） 
（昭和三十七年七月九日政令第二百八十八号） 

最終改正：平成二六年一一月二一日政令第三六六号 

 

第六章 災害応急対策 

（応急公用負担の手続）  

第二十四条  市町村長又は警察官、海上保安官若しくは自衛隊法第八十三条第二項 の規定により派遣を

命ぜられた同法第八条 に規定する部隊等の自衛官は、法第六十四条第一項 （同条第八項 において準用す

る場合を含む。）又は同条第七項 において準用する法第六十三条第二項 の規定により他人の土地、建物そ

の他の工作物を一時使用し、又は土石、竹木その他の物件を使用し、若しくは収用したときは、速やかに、

当該土地、建物その他の工作物又は土石、竹木その他の物件（以下この条において「土地建物等」という。）

の占有者、所有者その他当該土地建物等について権原を有する者（以下この条において「占有者等」とい

う。）に対し、当該土地建物等の名称又は種類、形状、数量、所在した場所、当該処分に係る期間又は期日

その他必要な事項（以下この条において「名称又は種類等」という。）を通知しなければならない。この場

合において、当該土地建物等の占有者等の氏名及び住所を知ることができないときは、当該土地建物等の

名称又は種類等を、当該市町村の事務所又は当該土地建物等の所在した場所を管轄する警察署若しくは管

区海上保安本部の事務所で内閣府令で定めるもの若しくは当該土地建物等の所在した場所の直近にある自

衛隊法第八条 に規定する部隊等の長（内閣府令で定める者に限る。）の勤務官署に掲示しなければならな

い。 

 

災害救助法（抄） 
（昭和二十二年十月十八日法律第百十八号） 

最終改正：平成二六年五月三〇日法律第四二号 

 

第二章 救助  

（都道府県知事の努力義務）  

 

第三条  都道府県知事は、救助の万全を期するため、常に、必要な計画の樹立、強力な救助組織の確立並

びに労務、施設、設備、物資及び資金の整備に努めなければならない。  

 

（救助の種類等）  

第四条  救助の種類は、次のとおりとする。  

一  避難所及び応急仮設住宅の供与  

二  炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給  

三  被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与  

四  医療及び助産  

五  被災者の救出  

六  被災した住宅の応急修理  

七  生業に必要な資金、器具又は資料の給与又は貸与  

八  学用品の給与  

九  埋葬  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%8c%dc&REF_NAME=%8e%a9%89%71%91%e0%96%40%91%e6%94%aa%8f%5c%8e%4f%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000008300000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000008300000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000008300000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%8c%dc&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%94%aa%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%98%5a%8f%5c%8e%6c%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000006400000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000006400000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000006400000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%94%aa%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000006400000000008000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000006400000000008000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000006400000000008000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%8e%b5%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000006400000000007000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000006400000000007000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000006400000000007000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%98%5a%8f%5c%8e%4f%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000006300000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000006300000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000006300000000002000000000000000000
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十  前各号に規定するもののほか、政令で定めるもの  

２  救助は、都道府県知事が必要があると認めた場合においては、前項の規定にかかわらず、救助を要す

る者（埋葬については埋葬を行う者）に対し、金銭を支給してこれを行うことができる。  

３  救助の程度、方法及び期間に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

第四章 雑則  

第三十条  都道府県知事は、救助を行った者について、災害対策基本法第九十条の三第四項 の規定によ

り情報の提供の求めがあったときは、当該提供の求めに係る者についての同条第二項第一号 から第四号 

までに掲げる情報であって自らが保有するものを提供するものとする。  

 

 

災害救助法施行細則（抄） 
昭和 47年５月 15日  規則第 19号 

 

（実費弁償の程度） 

第 10条 法第 24条第５項の規定による実費弁償の程度は、別表第２のとおりとする。 

一部改正〔昭和 51年規則 15号・平成 19年 43号〕 

 

（市町村長が行う事務の通知） 

第14条 法第30条の規定に基づき救助に関する事務の一部を市町村長が行うこととする場合の令第23

条第１項の規定に基づく通知は、第 13号様式のとおりとする。 

 

 

水防法（抄） 
（昭和二十四年六月四日法律第百九十三号） 

最終改正：平成二六年一一月一九日法律第一〇九号 

 

第三章 水防活動 

 

（浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止のための措置）  

第十五条  市町村防災会議（災害対策基本法第十六条第一項 に規定する市町村防災会議をいい、これを設

置しない市町村にあつては、当該市町村の長とする。次項において同じ。）は、前条第一項の規定により浸

水想定区域の指定があつたときは、市町村地域防災計画（同法第四十二条第一項 に規定する市町村地域防

災計画をいう。以下同じ。）において、少なくとも当該浸水想定区域ごとに、次に掲げる事項について定め

るものとする。ただし、第三号ハに掲げる施設について同号に掲げる事項を定めるのは、当該施設の所有

者又は管理者からの申出があつた場合に限る。  

一  洪水予報等（第十条第一項若しくは第二項若しくは第十一条第一項の規定により気象庁長官、国土交通

大臣及び気象庁長官若しくは都道府県知事及び気象庁長官が行う予報又は第十三条第一項若しくは第二項

の規定により国土交通大臣若しくは都道府県知事が通知し若しくは周知する情報をいう。以下同じ。）の伝

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%8d%d0%8a%51%91%ce%8d%f4%8a%ee%96%7b%96%40%91%e6%8b%e3%8f%5c%8f%f0%82%cc%8e%4f%91%e6%8e%6c%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000009000300000004000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000009000300000004000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000009000300000004000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80%91%e6%88%ea%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000009000300000002000000001000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000009000300000002000000001000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000009000300000002000000001000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%91%e6%8e%6c%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000009000300000002000000004000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000009000300000002000000004000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000009000300000002000000004000000000
http://www.pref.okinawa.jp/reiki/34790210001900000000/34790210001900000000/34790210001900000000_blk1.html#JUMP_SEQ_164
http://www.pref.okinawa.jp/reiki/34790210001900000000/34790210001900000000/34790210001900000000_blk1.html#JUMP_SEQ_215
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%8d%d0%8a%51%91%ce%8d%f4%8a%ee%96%7b%96%40%91%e6%8f%5c%98%5a%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001600000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001600000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001600000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%8e%6c%8f%5c%93%f1%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000004200000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000004200000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000004200000000001000000000000000000


達方法  

二  避難場所その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項  

三  浸水想定区域内に次に掲げる施設がある場合にあつては、これらの施設の名称及び所在地  

イ 地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設をいう。次条において同

じ。）でその利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時の浸水の防止を図る必要があると認め

られるもの 

ロ 要配慮者利用施設（主として高齢者、障害者、乳幼児その他の特に防災上の配慮を要する者が利用する

施設をいう。第十五条の三において同じ。）でその利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図る必要

があると認められるもの 

ハ 大規模な工場その他の施設（イ又はロに掲げるものを除く。）であつて国土交通省令で定める基準を参酌

して市町村の条例で定める用途及び規模に該当するもの（第十五条の四において「大規模工場等」という。）

でその洪水時の浸水の防止を図る必要があると認められるもの 

２  市町村防災会議は、前項の規定により市町村地域防災計画において同項第三号に掲げる事項を定めると

きは、当該市町村地域防災計画において、次の各号に掲げる施設の区分に応じ、当該各号に定める者への

洪水予報等の伝達方法を定めるものとする。  

一  前項第三号イに掲げる施設 当該施設の所有者又は管理者及び次条第七項に規定する自衛水防組織の

構成員  

二  前項第三号ロに掲げる施設 当該施設の所有者又は管理者（第十五条の三第一項の規定により自衛水防

組織が置かれたときは、当該施設の所有者又は管理者及び当該自衛水防組織の構成員）  

三  前項第三号ハに掲げる施設 当該施設の所有者又は管理者（第十五条の四第一項の規定により自衛水防

組織が置かれたときは、当該施設の所有者又は管理者及び当該自衛水防組織の構成員）  

３  浸水想定区域をその区域に含む市町村の長は、国土交通省令で定めるところにより、市町村地域防災計

画において定められた第一項各号に掲げる事項を住民に周知させるため、これらの事項（次の各号に掲げ

る区域をその区域に含む市町村にあつては、それぞれ当該各号に定める事項を含む。）を記載した印刷物の

配布その他の必要な措置を講じなければならない。  

一  土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律 （平成十二年法律第五十七号）第

七条第一項 の土砂災害警戒区域 同法第八条第三項 に規定する事項  

二  津波防災地域づくりに関する法律第五十三条第一項 の津波災害警戒区域 同法第五十五条 に規定す

る事項  

 

（水防団及び消防機関の出動）  

第十七条  水防管理者は、水防警報が発せられたとき、水位が警戒水位に達したときその他水防上必要が

あると認めるときは、都道府県の水防計画で定めるところにより、水防団及び消防機関を出動させ、又は

出動の準備をさせなければならない。 

（水防信号）  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%93%f1%96%40%8c%dc%8e%b5&REF_NAME=%93%79%8d%bb%8d%d0%8a%51%8c%78%89%fa%8b%e6%88%e6%93%99%82%c9%82%a8%82%af%82%e9%93%79%8d%bb%8d%d0%8a%51%96%68%8e%7e%91%ce%8d%f4%82%cc%90%84%90%69%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%93%f1%96%40%8c%dc%8e%b5&REF_NAME=%91%e6%8e%b5%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%93%f1%96%40%8c%dc%8e%b5&REF_NAME=%91%e6%8e%b5%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%93%f1%96%40%8c%dc%8e%b5&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%94%aa%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000003000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000003000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%92%c3%94%67%96%68%8d%d0%92%6e%88%e6%82%c3%82%ad%82%e8%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5%91%e6%8c%dc%8f%5c%8e%4f%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000005300000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000005300000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000005300000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%8c%dc%8f%5c%8c%dc%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000005500000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000005500000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000005500000000000000000000000000000


第二十条  都道府県知事は、水防に用いる信号を定めなければならない。  

２  何人も、みだりに前項の水防信号又はこれに類似する信号を使用してはならない。 

 

（警戒区域） 

第二十一条  水防上緊急の必要がある場所においては、水防団長、水防団員又は消防機関に属する者は、

警戒区域を設定し、水防関係者以外の者に対して、その区域への立入りを禁止し、若しくは制限し、又は

その区域からの退去を命ずることができる。  

２  前項の場所においては、水防団長、水防団員若しくは消防機関に属する者がいないとき、又はこれら

の者の要求があつたときは、警察官は、同項に規定する者の職権を行うことができる。 

 

（居住者等の水防義務）  

第二十四条  水防管理者、水防団長又は消防機関の長は、水防のためやむを得ない必要があるときは、当

該水防管理団体の区域内に居住する者、又は水防の現場にある者をして水防に従事させることができる。 

 

（立退きの指示）  

第二十九条  洪水、津波又は高潮によつて氾濫による著しい危険が切迫していると認められるときは、都

道府県知事、その命を受けた都道府県の職員又は水防管理者は、必要と認める区域の居住者、滞在者その

他の者に対し、避難のため立ち退くべきことを指示することができる。水防管理者が指示をする場合にお

いては、当該区域を管轄する警察署長にその旨を通知しなければならない。 

 

第四章 指定水防管理団体 

（水防計画）  

第三十三条  指定管理団体の水防管理者は、都道府県の水防計画に応じた水防計画を定め、及び毎年水防

計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを変更しなければならない。  

２  指定管理団体の水防管理者は、前項の規定により水防計画を定め、又は変更しようとするときは、あ

らかじめ、水防協議会（次条第一項に規定する水防協議会をいう。以下この項において同じ。）を設置する

指定管理団体にあつては当該水防協議会、水防協議会を設置せず、かつ、災害対策基本法第十六条第一項 に

規定する市町村防災会議を設置する市町村である指定管理団体にあつては当該市町村防災会議に諮らなけ

ればならない。  

３  指定管理団体の水防管理者は、第一項の規定により水防計画を定め、又は変更したときは、その要旨

を公表するよう努めるとともに、遅滞なく、水防計画を都道府県知事に届け出なければならない。  

４  第七条第二項及び第三項の規定は、指定管理団体の水防計画について準用する。 

 

 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（抄） 

（平成十二年五月八日法律第五十七号） 

最終改正：平成二六年一一月一九日法律第一〇九号 

（土砂災害防止法） 

 

 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%98%5a%96%40%93%f1%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%8d%d0%8a%51%91%ce%8d%f4%8a%ee%96%7b%96%40%91%e6%8f%5c%98%5a%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001600000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001600000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001600000000001000000000000000000


第三章 土砂災害警戒区域 

（土砂災害警戒区域）  

第七条  都道府県知事は、基本指針に基づき、急傾斜地の崩壊等が発生した場合には住民等の生命又は身

体に危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域で、当該区域における土砂災害（河道閉塞による

湛水を発生原因とするものを除く。以下この章、次章及び第二十七条において同じ。）を防止するために警

戒避難体制を特に整備すべき土地の区域として政令で定める基準に該当するものを、土砂災害警戒区域（以

下「警戒区域」という。）として指定することができる。  

２  前項の規定による指定（以下この条において「指定」という。）は、第二条に規定する土砂災害の発

生原因ごとに、指定の区域及びその発生原因となる自然現象の種類を定めてするものとする。  

３  都道府県知事は、指定をしようとするときは、あらかじめ、関係のある市町村の長の意見を聴かなけ

ればならない。  

４  都道府県知事は、指定をするときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨並びに指定の区域

及び土砂災害の発生原因となる自然現象の種類を公示しなければならない。  

５  都道府県知事は、前項の規定による公示をしたときは、速やかに、国土交通省令で定めるところによ

り、関係のある市町村の長に、同項の規定により公示された事項を記載した図書を送付しなければならな

い。  

６  前三項の規定は、指定の解除について準用する。  

 
 
地すべり等防止法（抄） 

（昭和三十三年三月三十一日法律第三十号） 

最終改正：平成二六年六月一三日法律第六九号 

 

第一章 総則 

（定義）  

第二条  この法律において「地すべり」とは、土地の一部が地下水等に起因してすべる現象又はこれに伴

つて移動する現象をいう。  

２  この法律において「ぼた山」とは、石炭又は亜炭に係る捨石が集積されてできた山であつて、この法

律の施行の際現に存するものをいい、鉱山保安法 及び経済産業省設置法 の一部を改正する法律（平成十

六年法律第九十四号）第一条 の規定による改正前の鉱山保安法 （昭和二十四年法律第七十号）第四条 又

は第二十六条 の規定により鉱業権者又は鉱業権者とみなされる者がこの法律の施行の際必要な措置を講

ずべきであつたものを除くものとする。  

３  この法律において「地すべり防止施設」とは、次条の規定により指定される地すべり防止区域内にあ

る排水施設、擁壁、ダムその他の地すべりを防止するための施設をいう。  

４  この法律において「地すべり防止工事」とは、地すべり防止施設の新設、改良その他次条の規定によ

り指定される地すべり防止区域内における地すべりを防止するための工事をいう。  

 

（地すべり防止区域の指定）  

第三条  主務大臣は、この法律の目的を達成するため必要があると認めるときは、関係都道府県知事の意

見をきいて、地すべり区域（地すべりしている区域又は地すべりするおそれのきわめて大きい区域をいう。

以下同じ。）及びこれに隣接する地域のうち地すべり区域の地すべりを助長し、若しくは誘発し、又は助長

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%6c%96%40%8e%b5%81%5a&REF_NAME=%8d%7a%8e%52%95%db%88%c0%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%88%ea%96%40%8b%e3%8b%e3&REF_NAME=%8c%6f%8d%cf%8e%59%8b%c6%8f%c8%90%dd%92%75%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%88%ea%96%40%8b%e3%8b%e3&REF_NAME=%91%e6%88%ea%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000100000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000100000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000100000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%6c%96%40%8e%b5%81%5a&REF_NAME=%8d%7a%8e%52%95%db%88%c0%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%6c%96%40%8e%b5%81%5a&REF_NAME=%91%e6%8e%6c%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%6c%96%40%8e%b5%81%5a&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%5c%98%5a%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002600000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002600000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000002600000000000000000000000000000


し、若しくは誘発するおそれのきわめて大きいもの（以下これらを「地すべり地域」と総称する。）であつ

て、公共の利害に密接な関連を有するものを地すべり防止区域として指定することができる。  

２  前項の指定は、この法律の目的を達成するため必要な最小限度のものでなければならない。  

３  主務大臣は、第一項の指定をするときは、主務省令で定めるところにより、当該地すべり防止区域を

告示するとともに、その旨を関係都道府県知事に通知しなければならない。これを廃止するときも、同様

とする。  

４  地すべり防止区域の指定又は廃止は、前項の告示によつてその効力を生ずる。  

 

第二章 地すべり防止区域に関する管理 

（立退の指示）  

第二十五条  都道府県知事又はその命じた職員は、地すべりにより著しい危険が切迫していると認められ

るときは、必要と認める区域内の居住者に対し避難のために立ち退くべきことを指示することができる。

この場合においては、都道府県知事又はその命じた職員は、直ちに、当該区域を管轄する警察署長にその

旨を通知しなければならない。  

 

 

自衛隊法（抄） 

（昭和二十九年六月九日法律第百六十五号） 

最終改正：平成二六年六月一三日法律第六九号 

 

第六章 自衛隊の行動 

（災害派遣）  

第八十三条  都道府県知事その他政令で定める者は、天災地変その他の災害に際して、人命又は財産の保

護のため必要があると認める場合には、部隊等の派遣を防衛大臣又はその指定する者に要請することがで

きる。  

２  防衛大臣又はその指定する者は、前項の要請があり、事態やむを得ないと認める場合には、部隊等を

救援のため派遣することができる。ただし、天災地変その他の災害に際し、その事態に照らし特に緊急を

要し、前項の要請を待ついとまがないと認められるときは、同項の要請を待たないで、部隊等を派遣する

ことができる。  

３  庁舎、営舎その他の防衛省の施設又はこれらの近傍に火災その他の災害が発生した場合においては、

部隊等の長は、部隊等を派遣することができる。  

４  第一項の要請の手続は、政令で定める。  

５  第一項から第三項までの規定は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律第二

条第四項 に規定する武力攻撃災害及び同法第百八十三条 において準用する同法第十四条第一項 に規定

する緊急対処事態における災害については、適用しない。  

 

第七章 自衛隊の権限 

（災害派遣時等の権限）  

第九十四条  警察官職務執行法第四条 並びに第六条第一項 、第三項及び第四項の規定は、警察官がその

場にいない場合に限り、第八十三条第二項、第八十三条の二又は第八十三条の三の規定により派遣を命ぜ

られた部隊等の自衛官の職務の執行について準用する。この場合において、同法第四条第二項 中「公安委

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%98%5a%96%40%88%ea%88%ea%93%f1&REF_NAME=%95%90%97%cd%8d%55%8c%82%8e%96%91%d4%93%99%82%c9%82%a8%82%af%82%e9%8d%91%96%af%82%cc%95%db%8c%ec%82%cc%82%bd%82%df%82%cc%91%5b%92%75%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%8e%6c%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000004000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000004000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000004000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%98%5a%96%40%88%ea%88%ea%93%f1&REF_NAME=%95%90%97%cd%8d%55%8c%82%8e%96%91%d4%93%99%82%c9%82%a8%82%af%82%e9%8d%91%96%af%82%cc%95%db%8c%ec%82%cc%82%bd%82%df%82%cc%91%5b%92%75%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%8e%6c%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000004000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000004000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000004000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%98%5a%96%40%88%ea%88%ea%93%f1&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%95%53%94%aa%8f%5c%8e%4f%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000018300000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000018300000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000018300000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%98%5a%96%40%88%ea%88%ea%93%f1&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%8f%5c%8e%6c%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001400000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001400000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001400000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%8e%4f%98%5a&REF_NAME=%8c%78%8e%40%8a%af%90%45%96%b1%8e%b7%8d%73%96%40%91%e6%8e%6c%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%8e%4f%98%5a&REF_NAME=%91%e6%98%5a%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%8e%4f%98%5a&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%8e%6c%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000002000000000000000000


員会」とあるのは、「防衛大臣の指定する者」と読み替えるものとする。  

２  海上保安庁法第十六条 の規定は、第八十三条第二項、第八十三条の二又は第八十三条の三の規定に

より派遣を命ぜられた海上自衛隊の三等海曹以上の自衛官の職務の執行について準用する。 

 

 

消防法（抄） 
（昭和二十三年七月二十四日法律第百八十六号） 

最終改正：平成二六年六月一三日法律第六九号 

 

 章確認 

第一章 総則 

第二条  この法律の用語は左の例による。  

２  防火対象物とは、山林又は舟車、船きよ若しくはふ頭に繋留された船舶、建築物その他の工作物若し

くはこれらに属する物をいう。  

３  消防対象物とは、山林又は舟車、船きよ若しくはふ頭に繋留された船舶、建築物その他の工作物又は

物件をいう。  

４  関係者とは、防火対象物又は消防対象物の所有者、管理者又は占有者をいう。  

５  関係のある場所とは、防火対象物又は消防対象物のある場所をいう。  

６  舟車とは、船舶安全法第二条第一項 の規定を適用しない船舶、端舟、はしけ、被曳船その他の舟及

び車両をいう。  

７  危険物とは、別表第一の品名欄に掲げる物品で、同表に定める区分に応じ同表の性質欄に掲げる性状

を有するものをいう。  

８  消防隊とは、消防器具を装備した消防吏員若しくは消防団員の一隊又は消防組織法 （昭和二十二年

法律第二百二十六号）第三十条第三項 の規定による都道府県の航空消防隊をいう。  

９  救急業務とは、災害により生じた事故若しくは屋外若しくは公衆の出入する場所において生じた事故

（以下この項において「災害による事故等」という。）又は政令で定める場合における災害による事故等に

準ずる事故その他の事由で政令で定めるものによる傷病者のうち、医療機関その他の場所へ緊急に搬送す

る必要があるものを、救急隊によつて、医療機関（厚生労働省令で定める医療機関をいう。第七章の二に

おいて同じ。）その他の場所に搬送すること（傷病者が医師の管理下に置かれるまでの間において、緊急や

むを得ないものとして、応急の手当を行うことを含む。）をいう。  

 

第五章 火災の警戒  

第二十二条  気象庁長官、管区気象台長、沖縄気象台長、地方気象台長又は測候所長は、気象の状況が火

災の予防上危険であると認めるときは、その状況を直ちにその地を管轄する都道府県知事に通報しなけれ

ばならない。  

２  都道府県知事は、前項の通報を受けたときは、直ちにこれを市町村長に通報しなければならない。  

３  市町村長は、前項の通報を受けたとき又は気象の状況が火災の予防上危険であると認めるときは、火

災に関する警報を発することができる。  

４  前項の規定による警報が発せられたときは、警報が解除されるまでの間、その市町村の区域内に在る

者は、市町村条例で定める火の使用の制限に従わなければならない。 

 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%93%f1%94%aa&REF_NAME=%8a%43%8f%e3%95%db%88%c0%92%a1%96%40%91%e6%8f%5c%98%5a%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001600000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001600000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001600000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S23/S23HO186.html#1000000000001000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%94%aa%96%40%88%ea%88%ea&REF_NAME=%91%44%94%95%88%c0%91%53%96%40%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%93%f1%93%f1%98%5a&REF_NAME=%8f%c1%96%68%91%67%90%44%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%93%f1%93%f1%98%5a&REF_NAME=%91%e6%8e%4f%8f%5c%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000003000000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000003000000000003000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000003000000000003000000000000000000


第六章 消火の活動 

第二十八条  火災の現場においては、消防吏員又は消防団員は、消防警戒区域を設定して、総務省令で定

める者以外の者に対してその区域からの退去を命じ、又はその区域への出入を禁止し若しくは制限するこ

とができる。  

２  消防吏員又は消防団員が火災の現場にいないとき又は消防吏員又は消防団員の要求があつたときは、

警察官は、前項に規定する消防吏員又は消防団員の職権を行うことができる。  

３  火災現場の上席消防員の指揮により消防警戒区域を設定する場合には、現場に在る警察官は、これに

援助を与える義務がある。  

 

第二十九条  消防吏員又は消防団員は、消火若しくは延焼の防止又は人命の救助のために必要があるとき

は、火災が発生せんとし、又は発生した消防対象物及びこれらのものの在る土地を使用し、処分し又はそ

の使用を制限することができる。  

２  消防長若しくは消防署長又は消防本部を置かない市町村においては消防団の長は、火勢、気象の状況

その他周囲の事情から合理的に判断して延焼防止のためやむを得ないと認めるときは、延焼の虞がある消

防対象物及びこれらのものの在る土地を使用し、処分し又はその使用を制限することができる。  

３  消防長若しくは消防署長又は消防本部を置かない市町村においては消防団の長は、消火若しくは延焼

の防止又は人命の救助のために緊急の必要があるときは、前二項に規定する消防対象物及び土地以外の消

防対象物及び土地を使用し、処分し又はその使用を制限することができる。この場合においては、そのた

めに損害を受けた者からその損失の補償の要求があるときは、時価により、その損失を補償するものとす

る。  

４  前項の規定による補償に要する費用は、当該市町村の負担とする。  

５  消防吏員又は消防団員は緊急の必要があるときは、火災の現場附近に在る者を消火若しくは延焼の防

止又は人命の救助その他の消防作業に従事させることができる。  

 

第七章の二 救急業務 

第三十五条の十  救急隊員は、緊急の必要があるときは、傷病者の発生した現場付近に在る者に対し、救

急業務に協力することを求めることができる。  

２  救急隊員は、救急業務の実施に際しては、常に警察官と密接な連絡をとるものとする。  

 

 

警察官職務執行法（抄） 

（昭和二十三年七月十二日法律第百三十六号） 

最終改正：平成一八年六月二三日法律第九四号 

（避難等の措置） 

第四条  警察官は、人の生命若しくは身体に危険を及ぼし、又は財産に重大な損害を及ぼす虞のある天災、

事変、工作物の損壊、交通事故、危険物の爆発、狂犬、奔馬の類等の出現、極端な雑踏等危険な事態があ

る場合においては、その場に居合わせた者、その事物の管理者その他関係者に必要な警告を発し、及び特

に急を要する場合においては、危害を受ける虞のある者に対し、その場の危害を避けしめるために必要な

限度でこれを引き留め、若しくは避難させ、又はその場に居合わせた者、その事物の管理者その他関係者

に対し、危害防止のため通常必要と認められる措置をとることを命じ、又は自らその措置をとることがで

きる。 



２  前項の規定により警察官がとつた処置については、順序を経て所属の公安委員会にこれを報告しなけ

ればならない。この場合において、公安委員会は他の公の機関に対し、その後の処置について必要と認め

る協力を求めるため適当な措置をとらなければならない。 

 

 

気象業務法（法令名のみ記載） 
（昭和二十七年六月二日法律第百六十五号） 

最終改正：平成二六年六月一三日法律第六九号 

 

 

薬類取締法（法令名のみ記載） 

（昭和二十五年五月四日法律第百四十九号） 

最終改正：平成二六年六月一三日法律第六九号 

 

 

高圧ガス保安法（法令名のみ記載） 

（昭和二十六年六月七日法律第二百四号） 

最終改正：平成二六年六月一八日法律第七二号 

 

 

毒物及び劇物取締法（法令名のみ記載） 

（昭和二十五年十二月二十八日法律第三百三号） 

最終改正：平成二三年一二月一四日法律第一二二号 

 

 

放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（法令名のみ記載） 

（昭和三十二年六月十日法律第百六十七号） 

最終改正：平成二六年六月一三日法律第六九号 

 

 

道路交通法（法令名のみ記載） 

（昭和三十五年六月二十五日法律第百五号） 

最終改正：平成二六年一一月二一日法律第一一四号 

 

 

道路法（法令名のみ記載） 
（昭和二十七年六月十日法律第百八十号） 

最終改正：平成二六年六月一八日法律第七二号 

 

 

 



建築基準法（法令名のみ記載） 

（昭和二十五年五月二十四日法律第二百一号） 

最終改正：平成二六年六月二七日法律第九二号 

 

 

港湾法（法令名のみ記載） 
（昭和二十五年五月三十一日法律第二百十八号） 

最終改正：平成二六年六月二七日法律第九一号 

 

 

漁港漁場整備法（法令名のみ記載） 

（昭和二十五年五月二日法律第百三十七号） 

最終改正：平成二六年六月一三日法律第六九号 

 

 

都市公園法（法令名のみ記載） 
（昭和三十一年四月二十日法律第七十九号） 

最終改正：平成二六年六月一三日法律第六九号 

 

 

都市公園法施行令（法令名のみ記載） 

（昭和三十一年九月十一日政令第二百九十号） 

最終改正：平成二四年一一月三〇日政令第二八四号 

 

 

都市公園等整備緊急措置法 (廃止平成 15・３・31・法律 ２１号) 

 

 

空港整備法（法令名のみ記載） 
法令番号 （昭和三十一年四月二十日法律第八十号） 

施行年月日 昭和三十一年四月二十日 

最終改正 平成九年五月二三日法律第六〇号 

 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 
（法令名のみ記載） 

（平成十年十月二日法律第百十四号） 

最終改正：平成二六年一一月二一日法律第一一五号 
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生活保護法（法令名のみ記載） 

（昭和二十五年五月四日法律第百四十四号） 

最終改正：平成二六年六月二五日法律第八三号 

 

 

動物の愛護及び管理に関する法律（法令名のみ記載） 

（昭和四十八年十月一日法律第百五号） 

最終改正：平成二六年五月三〇日法律第四六号 

 

 

森林法（法令名のみ記載） 

（昭和二十六年六月二十六日法律第二百四十九号） 

最終改正：平成二六年六月一三日法律第六九号 

 

 

天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置法 

（法令名のみ記載） 
（昭和三十年八月五日法律第百三十六号） 

最終改正：平成二三年五月二日法律第三五 

 

 

訓子府町火入れに関する条例（条例名のみ記載） 
昭和 59年６月 11日条例第 21号 

 



訓子府町 洪水・土砂災害危険区域図 

土007 

土008 
土009 

土010 

急002 
急001 

急003 

土003 

土002 

土001 
土004 

土005 

土006 

重 要 水 防 区 域

浸 水 想 定 区 域

土 石 流 危 険 渓 流

凡　　例

【急傾斜地崩壊危険個所】 【土石流危険渓流】

図番号 箇所名 図番号 渓流名
急001 訓子府高園 土001 鉱山の沢

急002 訓子府穂波 土002 沢道の沢

急003 訓子府西富 土003 大谷の沢

土004 緑丘沢
土005 ポンケトナイ2の沢

土006 豊坂の沢

土007 熊の川左1の沢

土008 駒里の沢
土009 牧場向かいの沢

土010 藻岩2の沢

訓子府町　　計3箇所

訓子府町　　計10箇所

○土砂災害危険箇所一覧表



避難所及び避難施設一覧

番号 避　　難　　施　　設　　名 収容人員 所在地 建設年度 構　　　　　　　造 階数 面積 地震避難施設 風水害避難施設

1 訓子府町役場庁舎 東　町 H13 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ一部鉄骨鉄筋造 2 3,831

2 北見地区消防組合消防署訓子府支署 元　町 S44 鉄筋コンクリート 2 628

番号 避　　難　　施　　設　　名 収容人員 所在地 建設年度 構　　　　　　　造 階数 面積 地震避難所 風水害避難所

1 中央公園 500 仲町 6,512 ○ ○

2 幼稚園グラウンド 500 旭町 4,128 ○ ○

3 訓子府小学校グラウンド 2,000 仲町 15,477 ○ ×

4 訓子府中学校グラウンド 2,000 東町 22,101 ○ ×

5 公民館駐車場 500 東町 5,158 ○ ○

6 農村公園 500 東・西幸町 4,213 ○ ○

7 訓子府高等学校グラウンド 2,000 東幸町 36,613 ○ ○

8 末広地域集会所広場 300 末広町 1,750 ○ ○

9 居武士小学校グラウンド 1,000 大谷 9,929 ○ ○

10 日ノ出地区ふれあいセンター 500 日出町 5,506 ○ ○

11 児童センターグラウンド 200 栄町 1,240 ○ ○

10,000 112,627

番号 避　　難　　施　　設　　名 収容人員 所在地 建設年度 構　　　　　　　造 階数 面積 地震避難施設 風水害避難施設

1 訓子府町総合福祉センター 110 東町 H13 鉄筋コン一部鉄骨鉄筋造 1 1,541 ○ ○

番号 避　　難　　施　　設　　名 収容人員 所在地 建設年度 構　　　　　　　造 階数 面積 地震避難施設 風水害避難施設

1 鉄北地域集会所 70 東幸町 S56 木造 1 350 ○ ○

2 訓子府高等学校 1,000 東幸町 H6 RC 3 5,519 ○ ○

3 訓子府町公民館 500 東　町 S57 RC 2 2,585 ○ ○

4 訓子府中学校 1,000 東　町 H5 鉄筋コンクリート・鉄骨造 2 6,025 ○ ×

5 訓子府幼稚園 150 旭　町 S52 木造・鉄骨造 1 916 × ○

6 くんねっぷ保育園 100 旭　町 S56 木造・鉄骨造 1 485 ○ ○

7 訓子府町子育て支援センター 80 旭　町 S58 木造 1 377 ○ ○

8 西地域集会所（勤労者福祉会館） 30 大　町 S62 木造 1 204 ○ ○

9 農業交流センター 200 元　町 H12 鉄筋コンクリート・鉄骨造 1 840 ○ ○

10 訓子府小学校 1,000 仲　町 S49 鉄筋コンクリート・鉄骨造 2 5,544 ○ ○

11 訓子府町長寿会館 30 仲　町 S44 木造 1 130 × ○

12 訓子府町児童センター 80 栄　町 H24 木造 1 498 ○ ○

13 末広地域集会所 70 末広町 S63 木造 1 352 ○ ○

14 日ノ出地区ふれあいセンター 100 日出町 H5 木造 1 447 ○ ○

15 穂波会館 50 穂　波 H2 木造 1 ○ ×

16 柏丘公館 50 柏　丘 H6 木造 1 ○ ○

17 居武士小学校 350 大　谷 S55 鉄筋コンクリート・鉄骨造 2 1,913 ○ ○

18 実郷会館 30 実　郷 H17 木造 1 ○ ○

19 緑丘生活館 50 緑　丘 S31 木造 1 × ○

20 協成公民館 30 協　成 S50 木造 1 × ○

21 開盛公民館 20 開　盛 S48 木造 1 × ○

22 常盤公民館 30 常　盤 S56 木造 1 ○ ○

23 豊坂公民館 50 豊　坂 S53 木造 1 × ○

24 清住会館 50 清　住 H6 木造 1 ○ ○

25 西富会館 30 西　富 H12 木造 1 ○ ○

26 北栄集会所 70 駒　里 S61 木造 1 ○ ○

27 駒里公民館 20 駒　里 S58 木造 1 ○ ○

28 弥生公民館 30 弥　生 S60 木造 1 ○ ○

29 福野会館 50 福　野 S56 木造 1 ○ ×

30 高園公館 30 高　園 H18 木造 1 ○ ○

5,350

ア．訓子府町防災計画に定める指定緊急避難場所（地震等により一時的に避難する施設）　〔１０か所〕

イ．訓子府町防災計画に定める福祉避難所（高齢・障がいなど災害時要援護者支援の施設）　〔１か所〕

ウ．訓子府町防災計画に定める指定避難所（自宅で生活できない人などが屋内の施設で身体や生命を守る場所）　〔３０か所〕

○訓子府町防災計画に定める防災拠点（災害対策本部機能）

合　計

合　計



番号 避　　難　　施　　設　　名 収容人員 所在地 建設年度 構　　　　　　　造 階数 面積 地震避難施設

1 鉄北地域集会所 70 東幸町 S56 木造 1 350 ○

2 訓子府高等学校 1,000 東幸町 H6 RC 3 5,519 ○

3 訓子府町公民館 500 東　町 S57 RC 2 2,585 ○

4 訓子府中学校 1,000 東　町 H5 鉄筋コンクリート・鉄骨造 2 6,025 ○

5 くんねっぷ保育園 100 旭　町 S56 木造・鉄骨造 1 485 ○

6 訓子府町子育て支援センター 80 旭　町 S58 木造 1 377 ○

7 西地域集会所（勤労者福祉会館） 30 大　町 S62 木造 1 204 ○

8 農業交流センター 200 元　町 H12 鉄筋コンクリート・鉄骨造 1 840 ○

9 訓子府小学校 1,000 仲　町 S49 鉄筋コンクリート・鉄骨造 2 5,544 ○

10 訓子府町児童センター 80 栄　町 H24 木造 1 498 ○

11 末広地域集会所 70 末広町 S63 木造 1 352 ○

12 日ノ出地区ふれあいセンター 100 日出町 H5 木造 1 447 ○

13 穂波会館 50 穂　波 H2 木造 1 ○

14 柏丘公館 50 柏　丘 H6 木造 1 ○

15 居武士小学校 350 大　谷 S55 鉄筋コンクリート・鉄骨造 2 1,913 ○

16 実郷会館 30 実　郷 H17 木造 1 ○

17 常盤公民館 30 常　盤 S56 木造 1 ○

18 清住会館 50 清　住 H6 木造 1 ○

19 西富会館 30 西　富 H12 木造 1 ○

20 北栄集会所 70 駒　里 S61 木造 1 ○

21 駒里公民館 20 駒　里 S58 木造 1 ○

22 弥生公民館 30 弥　生 S60 木造 1 ○

23 福野会館 50 福　野 S56 木造 1 ○

24 高園公館 30 高　園 H18 木造 1 ○

5,020

番号 避　　難　　施　　設　　名 収容人員 所在地 建設年度 構　　　　　　　造 階数 面積 風水害避難施設

1 鉄北地域集会所 70 東幸町 S56 木造 1 350 ○

2 訓子府高等学校 1,000 東幸町 H6 RC 3 5,519 ○

3 訓子府町公民館 500 東　町 S57 RC 2 2,585 ○

4 訓子府幼稚園 150 旭　町 S52 木造・鉄骨造 1 916 ○

5 くんねっぷ保育園 100 旭　町 S56 木造・鉄骨造 1 485 ○

6 訓子府町子育て支援センター 80 旭　町 S58 木造 1 377 ○

7 西地域集会所（勤労者福祉会館） 30 大　町 S62 木造 1 204 ○

8 農業交流センター 200 元　町 H12 鉄筋コンクリート・鉄骨造 1 840 ○

9 訓子府小学校 1,000 仲　町 S49 鉄筋コンクリート・鉄骨造 2 5,544 ○

10 訓子府町長寿会館 30 仲　町 S44 木造 1 130 ○

11 訓子府町児童センター 80 栄　町 H24 木造 1 498 ○

12 末広地域集会所 70 末広町 S63 木造 1 352 ○

13 日ノ出地区ふれあいセンター 100 日出町 H5 木造 1 447 ○

14 柏丘公館 50 柏　丘 H6 木造 1 ○

15 居武士小学校 350 大　谷 S55 鉄筋コンクリート・鉄骨造 2 1,913 ○

16 実郷会館 30 実　郷 H17 木造 1 ○

17 緑丘生活館 50 緑　丘 S31 木造 1 ○

18 協成公民館 30 協　成 S50 木造 1 ○

19 開盛公民館 20 開　盛 S48 木造 1 ○

20 常盤公民館 30 常　盤 S56 木造 1 ○

21 豊坂公民館 50 豊　坂 S53 木造 1 ○

22 清住会館 50 清　住 H6 木造 1 ○

23 西富会館 30 西　富 H12 木造 1 ○

24 北栄集会所 70 駒　里 S61 木造 1 ○

25 駒里公民館 20 駒　里 S58 木造 1 ○

26 弥生公民館 30 弥　生 S60 木造 1 ○

27 高園公館 30 高　園 H18 木造 1 ○

4,250

○地震避難施設　〔２４か所〕

合　計

○風水害避難施設　〔２７か所〕

合　計



市町村名  　訓子府町

H27.4.1現在

行　政 業界・団体等 名　　称 締結日

1 訓子府町長 訓子府郵便局
災害発生時における訓子府町と訓子府郵便局の協力に関する
協定

H26.6.1

2 道東11市町
（訓子府町長含む）

日本水道協会北海道
地方支部

日本水道協会北海道地方支部道東地区協議会災害時相互
応援に関する協定

H21.7.31

3 訓子府町長
生活協同組合コープ
さっぽろ（旧どうとう）

災害時における応急生活物資供給の協力に関する協定書
Ｈ18．3．28
（Ｈ26．6．20
継続承認書）

4
北海道市長会
北海道町村会

北海道
災害時等における北海道及び市町村相互の応援等に関する
協定

H27.3.31

5 訓子府町長 訓子府建設業協会 災害時における応急対策業務に関する協定書 H20.3.27

6 訓子府町長
サントリーフーズ㈱北海
道支社

災害時における飲料の提供等に関する協定書 H21.7.21

7 訓子府町長
北海道コカ・コーラボトリ
ング㈱

災害対応型自動販売機による協働事業に関する協定書 H21.7.16

8 訓子府町長 北海道開発局 北海道地方における災害時の応援に関する申合せ H22.5.31

9 訓子府町長
北海道エルピーガス災
害対策協議会

災害等の発生時における訓子府町と北海道エルピーガス災害
対策協議会の応急・復旧活動の支援に関する協定

H22.8.30

10 訓子府町長
㈶北海道電気保安協
会

災害時協力協定書 H22.9.22

11
オホーツク町村会
〔15町村〕
（訓子府町長含む）

社団法人　北見歯科
医師会

災害時における歯科医療救護活動に関する協定書 H25.2.7

12 訓子府町長

①北見地方石油業協
同組合
②北見地方石油業協
同組合訓子府支部

災害時等における石油類燃料の供給等に関する協定書 H25.4.1

13 訓子府町長

全国小さくても輝く自治
体フォーラム
※Ｈ25．4現在：３７町
村批准

災害応急対策活動の相互応援に関する協定書 H25.5.13
批准

14
オホーツク管内10
市町
（訓子府町長含む）

陸上自衛隊美幌駐屯
地

大規模災害時等における派遣隊員の留守家族支援に関する
協定書

H25.7.15

15 訓子府町長 高知県津野町長 姉妹町災害時等相互応援に関する協定 H25.10.22

16 北海道町村会長
（訓子府町長含む）

北海道財務局 災害時の応援に関する協定 H26.3.28

災害応援協定一覧

協定等の当事者 協　　定　　等
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